
(証券コード8594)
平成28年３月10日

　

株 主 各 位
　

札幌市中央区北１条東３丁目３番地

　

代表取締役社長 関 寛
　

第44回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第44回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご出席下さいま
すようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席おさしつかえあります場合は、お手数ながら後記参考書類をご検
討いただきまして同封の委任状用紙に賛否をご表示され、ご押印のうえご返送下さい
ますようお願い申し上げます。

敬 具

記
1. 日 時 平成28年３月25日（金曜日）午前10時
2. 場 所 札幌市中央区南７条西１丁目12番７号

札幌第一ホテル ２階「かしわの間」
3. 会議の目的事項
報告事項 第44期（自平成27年１月１日 至平成27年12月31日）事業報

告及び計算書類報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

各議案の概要は後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載のと
おりであります。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を委任状用紙と切りはなさずに会場
受付にご提出下さいますようお願い申し上げます。
※添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.nakamichi-leasing.co.jp/）に掲載させていただきます。
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添付書類
事 業 報 告
(自 平成
至 平成

27
27
年
年
１
12
月
月
１
31
日
日)

1. 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果
当事業年度におけるわが国経済は、政府・日銀の経済政策や金融緩和により企
業業績の改善、設備投資の増加及び雇用拡大へと繋がり、景気は緩やかな回復基
調で推移いたしました。一方、円安による物価上昇などで個人消費は回復までに
は至っておらず、また中国経済の減速懸念と米国金融政策の不透明感等が相まっ
て、景気は依然として先行き不透明な状況が続いております。
このような状況のなか当社は「平成25年度～平成27年度中期経営計画」の最終
年度として、計画に掲げた経営目標を達成するため、事業戦略・経営戦略への取
り組みを着実に進めるとともに、創業50周年を見据えた長期構想に向けて「新中
期３ヶ年計画」を策定いたしました。
営業部門におきましては、医療関連営業部東北営業課を仙台支店内に設置する
など、組織体制を一部変更し、積極的に営業活動を展開してまいりました。「アス
クル事業」への本格的な取り組みも開始いたしました。スペースシステム事業部
は管理部門の強化と新規案件の開発を図ってまいりました。保有資産の効率的運
用のため、一部賃貸不動産の譲渡も実行いたしました。メディカルサポート開発
室は子会社メッドネクスト株式会社の設立から３年目を迎え、新規顧客開拓と業
務拡大を図りました。以上により受注高ベースで目標額を達成することができま
した。
また、企業倒産件数は引き続き減少傾向にあり、更に厳正な与信審査を維持す
ることで信用コストは低い水準で推移いたしました。
管理部門におきましては、資金調達面では、既取引行の深耕を図るとともに新

規開拓およびリース債権・割賦債権の流動化による直接調達を推進し、相応の成
果を上げることができました。
その結果、当期の業績は総受注高 34,101百万円（前事業年度比100.4％）、売
上高34,471百万円（同105.0％）、経常利益493百万円（同80.0％）となりまし
たが、当期純利益は固定資産売却益を特別利益に計上したことや税制改正に伴う
繰延税金資産の取崩等により288百万円（同85.3％）となりました。
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(2) 今後の見通しと対処すべき課題
翌事業年度の見通しといたしましては、政府が掲げる一億総活躍施策などの各
種政策の効果、また北海道においては３月の北海道新幹線の開通による設備投資
の継続効果により、一段と経済環境が好転することが期待されます。しかしなが
ら中国など新興国経済の減速が続くと見られる上、米国の利上げが経済や市場に
及ぼす影響も見極め切れず、先行きが不透明な経営環境が続くことが予想されま
す。また、中小企業金融円滑化法の失効から３年を経過し、信用コストの増加が
懸念されます。
このような状況下で当社は創業45周年の区切りの年を迎え、組織体制を一部変

更し、営業資産の増強、営業目標の完全達成を目指します。
営業部門におきましては、前３ヶ年でスタートした環境事業営業部、医療関連
営業部東北営業課、アスクル営業推進室の一層の活動強化を図るとともに、新た
に未来開発室に新分野新商品開発課長を配置し、次世代へ幅広い活動事業の具体
的展開を目指します。また、営業業務の強化・効率化を図る目的で新たに業務部
を新設し、部内に業務課・札幌業務課・東京業務課を配置します。スペースシス
テム事業部は引き続き保有資産の効率的運用と新規開発を図っていきます。メデ
ィカルサポート開発室は医療関連営業部との連携を強化し取引先増加を図り、子
会社メッドネクスト株式会社においては更なる新規顧客開拓と業務拡大を目指し
ます。
管理部門におきましては、業務の効率化を一層図るとともに部門間の連携を推
し進めます。資金調達面では、引き続き新規取引、既取引行の深耕を図り量的拡
大を目指すとともに、安定的かつ良質な資金を調達するため平成23年以来の外国
債発行の準備を進めます。
当社は「社員の成長なくして会社の発展なし」の精神を継承し、創業50周年を

見据えて昨年策定した「平成28年度～平成30年度中期経営計画」の実現に尽力し
てまいります。
株主の皆様には今後とも更なるご支援、ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願
い申し上げます。
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(3) 種類別受注高 (単位：百万円)
年 度

種 別

第 41 期
(平成24年
12月期)

第 42 期
(平成25年
12月期)

第 43 期
(平成26年
12月期)

第 44 期 (当期)
(平成27年12月期)

対前期比 構成比
リ ー ス 契 約 16,945 17,400 18,092 19,252 106.4％ 56.5％
割 賦 契 約 13,400 12,881 13,091 12,402 94.7％ 36.4％
金 融 契 約 686 1,453 1,086 975 89.8％ 2.8％
スペースシステム 399 1,272 1,681 1,472 87.6％ 4.3％
合 計 31,430 33,006 33,951 34,101 100.4％ 100.0％

　
(4) 地域別受注高 (単位：百万円)

年 度

種 別

第 41 期
(平成24年
12月期)

第 42 期
(平成25年
12月期)

第 43 期
(平成26年
12月期)

第 44 期 (当期)
(平成27年12月期)

対前期比 構成比
道 央 8,793 9,037 8,729 8,707 99.7％ 25.5％
地 方 4,875 6,094 5,719 6,241 109.1％ 18.3％
北 海 道 計 13,668 15,131 14,449 14,948 103.5％ 43.8％
東 京 11,612 12,142 13,535 12,804 94.6％ 37.6％
東 北 6,150 5,733 5,967 6,350 106.4％ 18.6％
本 州 計 17,762 17,875 19,502 19,153 98.2％ 56.2％
合 計 31,430 33,006 33,951 34,101 100.4％ 100.0％

　
(5) 商品別受注高 (単位：百万円)

年 度

種 別

第 41 期
(平成24年
12月期)

第 42 期
(平成25年
12月期)

第 43 期
(平成26年
12月期)

第 44 期 (当期)
(平成27年12月期)

対前期比 構成比
商 業 用 店 舗 設 備 824 938 910 725 79.7％ 2.1％
建 設 関 連 機 械 6,888 7,714 8,049 6,522 81.0％ 19.1％
輸 送 用 機 械 13,342 12,802 13,992 16,283 116.4％ 47.7％
事 務 用 機 器 1,023 1,467 1,596 1,445 90.5％ 4.2％
産 業 工 作 機 械 209 103 136 73 53.6％ 0.2％
食 品 加 工 機 械 219 95 41 99 242.2％ 0.3％
医 療 用 機 器 3,851 3,068 2,884 3,345 116.0％ 9.8％
サービス業用機器 3,575 3,888 3,210 2,990 93.1％ 8.8％
スペースシステム 399 1,272 1,681 1,472 87.6％ 4.3％
そ の 他
(金 融)

1,101
( 686)

1,658
( 1,453)

1,451
( 1,086)

1,147
( 975)

79.1％
( 89.8％)

3.5％
( 2.9％)

合 計 31,430 33,006 33,951 34,101 100.4％ 100.0％
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(6) 財産及び損益の状況 (単位：百万円)
年 度

項 目
第41期

(平成24年12月期)
第42期

(平成25年12月期)
第43期

(平成26年12月期)
第44期(当期)

(平成27年12月期)
売 上 高 31,237 31,765 32,829 34,471
経 常 利 益 495 566 616 493
当 期 純 利 益 202 312 337 288
１株当たり当期純利益 21円63銭 37円36銭 41円72銭 35円42銭
潜在株式調整後１株
当たり当期純利益 10円48銭 17円20銭 25円12銭 25円86銭

純 資 産 6,674 6,895 6,920 7,058
総 資 産 90,499 97,026 102,565 109,510
　
(7) 資金調達の状況
当事業年度は後記の主要な借入先等から38,161百万円調達し、平成27年12月
31日現在の借入残高は76,525百万円、社債残高は9,414百万円、債権流動化に伴
う長期支払債務残高は2,004百万円となりました。

　
(8) 設備投資等の状況
当事業年度中に実施した賃貸資産設備投資は、下記のとおりであります。
賃貸不動産（建物・土地等）設備投資額 1,372百万円

　
(9) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

　
(10) 事業の譲受けの状況

該当事項はありません。
　
(11) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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(12) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状
況
該当事項はありません。

　
(13) 主要な事業内容

各種物件のリース及び延払販売並びに融資
不動産の売買、賃貸借並びに仲介斡旋

　
(14) 支社、支店及び営業所
(イ) 支 社：東京支社
(ロ) 支 店：札幌支店・旭川支店・帯広支店・函館支店・苫小牧支店

仙台支店・青森支店・盛岡支店・郡山支店
東京支店・大宮支店・千葉支店・横浜支店・水戸支店・宇都宮支店

(ハ) 営業所：釧路営業所・山形営業所
　
(15) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 8,761百万円

株 式 会 社 北 洋 銀 行 7,775
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 5,136
株 式 会 社 新 生 銀 行 3,111
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 2,941
北 海 道 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 2,530
株 式 会 社 第 四 銀 行 2,180
　
(16) 従業員の状況
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

141名 2名増 39.3才 13年5ヶ月

(注) 従業員数には使用人兼務取締役4名は含んでおりません。
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2. 会社の株式に関する事項
　(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

発行可能種類株式総数 普通株式 27,000,000株
Ａ種優先株式 3,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 普通株式 7,458,673株(自己株式1,221,127株を除く。)
Ａ種優先株式 790,000株

　(3) 株 主 数 普通株式 508名
Ａ種優先株式 1名

(4) 大 株 主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

関 寛 普通株式 1,519,200株 18.42％

株 式 会 社 北 洋 銀 行
普通株式 410,728

14.56
Ａ種優先株式 790,000

芙 蓉 総 合 リ ー ス 株 式 会 社 普通株式 831,000 10.07
ノ ー ス パ シ フ ィ ッ ク 株 式 会 社 普通株式 823,000 9.98
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４) 普通株式 293,000 3.55
株 式 会 社 北 海 道 銀 行 普通株式 290,000 3.52
三井住友海上火災保険株式会社 普通株式 253,000 3.07
関 崇 博 普通株式 146,000 1.77
株 式 会 社 福 島 銀 行 普通株式 106,000 1.29
株 式 会 社 ほ く や く 普通株式 100,000 1.21
(注) 1. 上記のほか、第３順位の資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）所有の当社株式

（普通株式923,000株）と第６順位の当社所有の自己株式（普通株式298,127株）は、明細
から除いております。

2. 資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ口」という。）は、平成21
年９月11日開催の当社取締役会において「株式給付信託（J-ESOP）」を導入することを決
議したことに伴い、平成21年10月１日付で当社株式930,000株を取得しております。当該
株式給付信託に関する会計処理については、経済的実態を重視する観点から当社と信託Ｅ口
は一体であるとする会計処理を行っているため、平成27年12月31日現在において信託Ｅ口
が所有する当社株式923,000株を自己株式数に含めております。

3. 持株比率は自己株式（1,221,127株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等
氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況
関 寛 代 表 取 締 役 社 長

遠 藤 政 幸
取 締 役
(東日本営業統括部長
兼東日本営業部長
兼 東 京 支 社 長 )

西 中 秀 之
取 締 役
(北海道営業統括部長
兼北海道営業部長）

石 井 晃 司 取 締 役
( 財 務 部 長 )

君 島 邦 彦
取 締 役
( 資 産 管 理 部 長 兼
総 務 部 長 兼
お 客 様 相 談 室 長 )

池 原 和 男 常 勤 監 査 役
髙 橋 正 幸 常 勤 監 査 役

村 木 靖 雄 監 査 役
株式会社サンエイ 代表取締役
村木公認会計士事務所 所長
社会福祉法人光の森学園 理事長
税理士法人村木会計 代表社員

柴 田 龍 監 査 役 株式会社北洋銀行 代表取締役副頭取

(注) 1. 監査役村木靖雄氏及び柴田 龍氏は、社外監査役であります。
2. 監査役村木靖雄氏につきましては、札幌証券取引所に対し、独立役員として届け出ておりま
す。

3. 監査役池原和男氏は、当社経営主計室部長勤務期間があり、また、監査役髙橋正幸氏は、金
融機関における取締役経験から、共に財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま
す。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要
取 締 役 5名 66,222千円
監 査 役 5名 26,131千円 内社外監査役2名5,364千円

計 10名 92,353千円
(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役4名の使用人分給与45,759千円は含まれておりませ

ん。
2. 支給額には、平成28年3月25日開催の第44回定時株主総会後に支給予定の役員賞与、取締
役5名20,000千円、監査役4名3,000千円（うち社外監査役2名1,000千円）が含まれてお
ります。

3. 平成６年４月19日開催の第22回定時株主総会決議における取締役の報酬限度額は年額
160,000千円以内（これには、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含まない。）と承
認いただいております。

4. 平成27年3月24日開催の第43回定時株主総会決議における監査役の報酬限度額は年額
40,000千円以内と承認いただいております。

5. 上記支給額のほか、平成20年4月3日開催の第36回定時株主総会の決議に基づき、役員退職
慰労金を退任監査役1名に対し2,100千円支給しております。

　
(3) 社外役員に関する事項
① 監査役 村木 靖雄氏
ア．重要な兼職先と当社との関係

兼職先 兼職の内容 当社との関係
株式会社サンエイ 代表取締役 特別な関係はありません
村木公認会計士事務所 所長 特別な関係はありません
社会福祉法人光の森学園 理事長 当社と割賦契約があります
税理士法人村木会計 代表社員 特別な関係はありません

イ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会には19回中13回、また監査役会には5回中5回
出席し、主に公認会計士、税理士としての専門的な見地から、必要に応じ、
当社の経営上有用な指摘、意見を述べております。
　

② 監査役 柴田 龍氏
ア．重要な兼職先と当社との関係

兼職先 兼職の内容 当社との関係
株式会社北洋銀行 代表取締役副頭取 当社の主要な借入先であります

イ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会には19回中11回、また監査役会には5回中4回
出席し、豊富な経験と高い見識に基づき、必要に応じ、当社の経営上有用な
指摘、意見を述べております。
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(4) 社外取締役を置くことが相当でない理由
当社はこれまで、２名の社外監査役により経営監視機能の客観性及び中立性が
確保されているという考え方に基づき、当事業年度末日において社外取締役を設
置していませんでした。しかしながら、当社の事業環境の変化を踏まえ、株主の
皆様から一層信頼されるコーポレートガバナンス体制を構築すると同時に、当社
の事業実態に即した経営判断の効率性・妥当性を確保し続けていくために、十分
な独立性を備えた方を外部より招聘する必要があると考え、社外取締役候補者の
人選に努めてまいりました。
その結果、今般適任者を得ることができましたので、平成28年3月25日開催予
定の第44回定時株主総会に社外取締役候補者を含む取締役選任議案を上程いたし
ます。

4. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称
瑞輝監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 25,000千円
当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,500千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれ
らの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等に対して監査役会が同意をした理由
監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見
積りの算出根拠などを確認し、審議の上、会計監査人の報酬等の額について同意
しております。

(4) 非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非
監査業務）である、債権流動化に係る調査業務を委託し対価を支払っております。
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(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当
すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　
5. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
(１)業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、「内部統
制システム整備に関する基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりであ
ります。

1. 取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するた
めの体制
・役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ企業の社会的責任を果た
すため企業倫理方針並びに行動原則により規律ある企業風土を作り上げていく
ことを目指して努力してまいります。
・コンプライアンスマニュアルにおける行動規範により、社員行動の具体的指針
を定め全役職員に周知徹底させると共に、定期的な自己点検を実施する等コン
プライアンスに対する意識の啓蒙を図っております。
・内部通報制度に伴う相談窓口を社内外に設置し、従業員（派遣社員、契約社員、
退職者を含む）からの相談および通報を幅広く受付ける体制を整えます。

2. 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
・取締役会における議事録をはじめとする稟議書など職務執行にかかわる重要な
情報の保存は総務部が所管し、文書の作成・保存および廃棄に関しては文書管
理規程により実施しております。

・取締役および監査役は、常時これらの文書を閲覧することができます。
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3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスク管理を組織横断的に統括するリスク管理委員会を設置し、各業務部門に
おけるリスク担当を定めリスクコントロールを実施し損失の防止に努めており
ます。
・リスク管理規程を定め各業務部門のリスク認識とその分析・評価などを実施す
る管理体制の構築および運用を行っております。
・ISO9001認証取得における品質マネジメントシステム（QMS）および
ISO14001認証取得における環境マネジメントシステム（EMS）を品質・環境
マニュアルに定め、業務の改善と品質向上、循環型社会の形成に寄与すること
に努めております。

・重要なリスクについては取締役会に対してリスク管理の状況を報告しておりま
す。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役の職務の執行については、業務分掌規程および職務権限規程により担当
業務と権限を明確にし、効率化を図っております。

・会社として達成すべき目標を明確化するために年次経営方針並びに中期経営計
画を策定し、その経営目標を達成するため取締役の権限および意思決定ルール
に基づく効率的かつ迅速な職務執行を図っております。

5. 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・子会社を管理する部署には担当役員を配置し、「関係会社管理規程」に基づいて
子会社を管理する体制とします。
・子会社を取締役会設置会社とし、当社の役員が取締役に就くことにより、当社
が子会社の業務の適正を監視できる体制とします。
・子会社を当社の内部監査部門による定期的な監査の対象とし、監査の結果は当
社の代表取締役社長に報告する体制とします。
・当社と子会社との取引（子会社間の取引を含む）については、第三者との取引
と比較して著しく有利又は不利にならないようにし、必要に応じて専門家に確
認する等、取引の透明化を図る体制とします。

・当社は、子会社の業務内容の定期的な報告を受け、重要案件についてはその業
務内容について事前協議を行い、子会社の取締役会にて協議すること等により、
子会社の取締役の職務の執行の効率を確保します。
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6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性および監査役の当該
使用人に対する指示の実効性確保に関する事項
・監査役の職務遂行のために補助者を必要とする場合は、その求めに応じて速や
かに補助すべき専任の使用人を置きます。又、専任の使用人は、他部署の従業
員を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に従わなければならないものとしま
す。
・当該使用人の人事異動・評価等については、監査役の事前の同意を得るものと
します。

7. 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制
・監査役の要請に応じて、取締役会および使用人は、事業および内部統制の状況
等の報告を行い、内部監査・ISO推進室は内部監査の結果等を報告しておりま
す。
・取締役および使用人は重要な報告すべき事項が生じたときは監査役へ報告する
体制をとっております。又、監査役は取締役会のほかリスク管理委員会などに
出席し意見具申が可能な体制を整えております。

・報告者が当該報告をしたことを理由として、不利な取扱いを受けないことを確
保する体制とします。

8. 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
・監査役の職務について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は償還の処理については、監査役の職務の執行に明ら
かに必要ないと認められる場合を除き、監査役の請求等に従い円滑に行い得る
体制とします。

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・内部監査・ISO推進室に内部監査担当を配置しており内部監査規程に基づき、
監査役との連携および情報共有を図り監査を実施しております。

・重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握できるようにするため、監
査役は取締役会のほか、他の重要な会議に出席しております。又、監査役から
要求のあった文書等は、随時提供するようにしております。
・代表取締役社長は監査役との意見交換を図りながら適切な意思疎通および効率
的な監査業務の実施を図るため監査役監査の環境整備に努めます。
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10. 財務報告の信頼性を確保するための体制
・財務報告の信頼性の確保に関しては、内部統制報告書の有効かつ適切な提出に
向けた内部統制システムの整備を行いその仕組みが適正に機能することを継続
的に評価し、不備あれば必要な是正を行うことにより金融商品取引法およびそ
の他関係法令等に対する適合性を確保してまいります。

11. 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
・「反社会的勢力の排除に係る規程」および「反社会的勢力への対応マニュアル」
等の社内規程に明文の根拠を設け、社長以下組織全員が一丸となって反社会的
勢力の排除に取り組んでおります。
・反社会的勢力による被害を防止するために、断固として、反社会的勢力との関
係を遮断し、排除することを目的とし、実施にあたって適正な業務運営を確保
できるよう、「反社会的勢力の排除に係る規程」に「反社会的勢力に対する基本
方針」を定めております。

(２)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における業務の適正を確保する体制の主な運用状況は以下のとおりで
あります。

1. リスク管理規程に基づきリスク管理委員会を開催し、全社的なリスクマネジメ
ント推進に関わる課題・対応策を協議いたしました。

2. コンプライアンスの充実・強化を推し進めるために制定しているコンプライア
ンスマニュアルの理解を深めるため、全社員を対象に理解度チェックを実施い
たしました。

3. 財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を考慮し策定した内部統制基本計画に
基づき、内部統制の有効性の評価を実施しました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成27年12月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 92,147,184 流 動 負 債 39,490,265
現 金 及 び 預 金 13,546,094 支 払 手 形 1,067,554
受 取 手 形 949 買 掛 金 2,809,915
割 賦 債 権 22,543,371 短 期 借 入 金 2,870,000
リ ー ス 債 権 671,831 １年内返済予定の長期借入金 26,054,357
リ ー ス 投 資 資 産 50,965,173 １年内償還予定の社債 4,174,000
営 業 貸 付 金 390,835 リ ー ス 債 務 511,331
その他の営業貸付債権 1,805,006 未 払 金 98,900
賃 貸 料 等 未 収 入 金 1,759,306 未 払 法 人 税 等 155,795
貯 蔵 品 2,014 未 払 費 用 107,570
前 払 費 用 327,016 賃 貸 料 等 前 受 金 377,263
繰 延 税 金 資 産 71,811 預 り 金 77,543
未 収 収 益 903 前 受 収 益 20,541
短 期 貸 付 金 87,232 割 賦 未 実 現 利 益 1,098,004
そ の 他 104,138 役 員 賞 与 引 当 金 23,000
貸 倒 引 当 金 △128,494 賞 与 引 当 金 44,493

固 定 資 産 17,236,070 固 定 負 債 62,961,141
有 形 固 定資産 13,814,824 社 債 5,240,000
賃 貸 資 産 13,728,346 長 期 借 入 金 47,600,883
リ ー ス 資 産 172,668 債権流動化に伴う長期支払債務 2,003,944
建 物 7,304,305 リ ー ス 債 務 1,281,882
構 築 物 324,318 退 職 給 付 引 当 金 47,971
土 地 5,728,391 営 業 受 取 保 証 金 6,079,423
建 設 仮 勘 定 198,664 長 期 未 払 金 123,317
社 用 資 産 86,478 資 産 除 去 債 務 530,332
建 物 0 そ の 他 53,389
構 築 物 2,377 負債合計 102,451,406
器 具 備 品 58,809 純 資 産 の 部
土 地 25,292 株 主 資 本 6,709,413

無 形 固 定資産 95,922 資 本 金 2,297,430
リ ー ス 資 産 6,132 資 本 剰 余 金 2,137,430
ソ フ ト ウ ェ ア 85,225 資 本 準 備 金 2,137,430
電 話 加 入 権 4,565 利 益 剰 余 金 2,471,861
投資その他の資産 3,325,324 利 益 準 備 金 140,400
投 資 有 価 証 券 1,106,355 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,331,461
関 係 会 社 株 式 10,000 別 途 積 立 金 1,901,000
出 資 金 9,240 繰 越 利 益 剰 余 金 430,461
長 期 貸 付 金 7,478 自 己 株 式 △197,308
固 定 化 営 業 債 権 75,310 評価・換算差額等 348,844
長 期 前 払 費 用 315,292 その他有価証券評価差額金 348,844
営 業 差 入 保 証 金 1,380,118
繰 延 税 金 資 産 301,995
そ の 他 167,155
貸 倒 引 当 金 △47,618

繰 延 資 産 126,409
社 債 発 行 費 126,409 純資産合計 7,058,257

資産合計 109,509,663 負債・純資産合計 109,509,663
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損 益 計 算 書
(自 平成
至 平成

27
27
年
年
１
12
月
月
１
31
日
日) (単位：千円)

科 目 金 額
売 上 高
リ ー ス 売 上 高 18,563,848
賃 貸 料 収 入 3,039,481
割 賦 売 上 高 12,473,514
フ ァ イ ナ ン ス 収 益 64,381
そ の 他 の 売 上 高 329,709 34,470,934

売 上 原 価
リ ー ス 原 価 16,564,983
賃 貸 原 価 1,925,867
割 賦 原 価 11,724,016
そ の 他 の 売 上 原 価 196,051
資 金 原 価 1,604,809 32,015,726
売 上 総 利 益 2,455,207

販売費及び一般管理費 1,974,296
営 業 利 益 480,911

営 業 外 収 益
受 取 利 息 362
受 取 配 当 金 25,888
償 却 債 権 取 立 益 3,290
そ の 他 の 営 業 外 収 益 853 30,392

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,010
支 払 手 数 料 2,142
そ の 他 の 営 業 外 費 用 235 18,387
経 常 利 益 492,917

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 105,507 105,507

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 10,263
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 227 10,490
税 引 前 当 期 純 利 益 587,934
法人税、住民税及び事業税 307,432
過 年 度 法 人 税 等 15,807
法 人 税 等 調 整 額 △23,036 300,202
当 期 純 利 益 287,732
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株主資本等変動計算書
(自 平成
至 平成

27
27
年
年
１
12
月
月
１
31
日
日) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 2,297,430 2,137,430 2,137,430

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―

当 期 末 残 高 2,297,430 2,137,430 2,137,430

(単位：千円)
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計利 益

準備金
その他利益剰余金 利 益

剰余金
合 計別 途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 140,400 1,901,000 341,334 2,382,734 △197,402 6,620,193

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △68,605 △68,605 △68,605

当 期 純 利 益 287,732 287,732 287,732

自 己 株 式 の 取 得 ― △130,463 △130,463

自 己 株 式 の 処 分 ― 556 556

自 己 株 式 の 消 却 △130,000 △130,000 130,000 ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 89,127 89,127 93 89,220

当 期 末 残 高 140,400 1,901,000 430,461 2,471,861 △197,308 6,709,413
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(単位：千円)
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 299,900 299,900 6,920,092

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― △68,605

当 期 純 利 益 ― 287,732

自 己 株 式 の 取 得 ― △130,463

自 己 株 式 の 処 分 ― 556

自 己 株 式 の 消 却 ― ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 48,944 48,944 48,944

当 期 変 動 額 合 計 48,944 48,944 138,165

当 期 末 残 高 348,844 348,844 7,058,257
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの：決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの：金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの（匿名組合出

資等）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。その他は移動平均法による原価法によっております。

(2) デリバティブ
時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
(イ)賃貸資産
○ リース資産
リース契約期間を償却年数とし、リース期間満了時に見込まれるリース資産の処分価額を残
存価額として、当該期間内に定額償却する方法
○その他の賃貸資産

平成19年３月31日以前に取得したもの……旧定額法
平成19年４月１日以降に取得したもの……定額法

(ロ)社用資産
旧定率法

(2) 無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。
3. 繰延資産の処理方法
社債発行費は社債の償還までの期間にわたり定額にて償却しております。
なお、社債発行費償却額は損益計算書上、売上原価の中の資金原価に含めて表示しております。

4. 重要な引当金の計上方法
(1) 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(2) 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるために、支給見込額を計上しております。

(3) 賞与引当金
従業員及び使用人兼務役員の賞与支給に備えるために、支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備え、当期末における株式給付規程に基づく期末勤務ポイント数及び時価に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。
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5. 収益及び費用の計上基準
(1) リース取引の処理方法
(イ)ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準
リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

(ロ)オペレーティング・リース取引の収益の計上基準
リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経

過期間に対応するリース料を計上しております。
(2) 割賦売上高及び割賦原価の計上方法
割賦販売取引は、商品の引渡時にその契約高の全額を割賦債権に計上し、支払期日到来の都度、
割賦収入及びそれに対応する割賦原価を計上しております。
なお、期日未到来の割賦債権に対する割賦未実現利益は、繰延処理をしております。

(3) 金融費用の計上方法
金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしておりま
す。
その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準
として営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費
用を、営業外費用に計上しております。
なお、資金原価は営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して計上
しております。

6. ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計は、繰延ヘッジ処理を行っております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約等に

ついては振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スワップ等については特例処理を採用しており
ます。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
○ヘッジ手段
金利スワップ取引、金利キャップ取引及び通貨スワップ取引

○ヘッジ対象
借入金、外貨建社債等

(3) ヘッジ方針
当社は事業活動に伴って発生する金利の変動リスク及び為替変動リスクをコントロールする目的
でデリバティブ取引を利用しております。
(4) 有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ期間を通じてキャッシュ・フ

ローの変動リスクを回避していると想定することができるため、ヘッジの有効性の評価は省略して
おります。
なお、金利スワップ等の特例処理の要件を満たすものについては特例処理を行っているため、有

効性評価の判定を省略しております。また、振当処理の要件を満たしている為替予約等は振当処理
を行っているため有効性評価の判定を省略しております。

7. その他計算書類作成のための重要な事項
(1) 営業貸付債権の計上方法
営業目的の金融収益を得るために実行する貸付金、債権の買取等を計上しております。
なお、当該金融収益は、ファイナンス収益に計上しております。

(2) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。
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【会計方針の変更に関する注記】
(会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更)
　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30
号 平成27年３月26日）を当事業年度より適用しております。当該会計方針の変更の適用は、当該実
務上の取扱い第20項に定める経過措置に従って、適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る
会計処理については、本実務対応報告の方法によらず、従来採用していた方法を継続しております。こ
のため、当該会計方針の変更による影響はありません。

【追加情報】
(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)
　当社は、従業員に対する福利厚生サービスを目的として、受給権を付与された従業員に信託を通じて
自社の株式を交付する取引を行っております。
　(1) 取引の概要
　予め当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が退職した場合に当該退職者に対し当社株
式を給付する仕組みです。当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退職時
に累積したポイントに相当する当社株式を給付します。なお退職者に対し給付する株式については、
あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。
(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告
第30号 平成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っ
ております。

　(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項
　信託における帳簿価額は当事業年度102,604千円であります。信託が保有する自社の株式は、株
主資本において自己株式として計上しております。
　期末株式数は当事業年度923,000株であり、期中平均株式数は当事業年度927,615株であります。
期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。
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【貸借対照表に関する注記】
1. 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。
2. 減価償却累計額（減損損失累計額を含む）
(1) 賃 貸 資 産 7,513,966千円
(2) 社 用 資 産 51,122千円

計 7,565,088千円
3. 担保に供している資産
(1) 現 金 及 び 預 金 2,459,000千円
(2) 受 取 手 形 60千円
(3) 割 賦 債 権 20,501,817千円
(4) リ ー ス 債 権 618,266千円
(5) リ ー ス 投 資 資 産 42,288,567千円
(6) 営 業 貸 付 金 2,093,088千円

(その他の営業貸付債権を含む)
(7) 賃 貸 料 等 未 収 入 金 8,542千円
(8) 賃 貸 資 産（土地) 3,363,940千円
(9) 賃 貸 資 産（建物) 2,008,039千円
(10)投 資 有 価 証 券 735,424千円
(11)オペレーティング・リース契約債権等 133,206千円

計 74,209,951千円
4. 担保提供資産に対応する債務
(1) 短 期 借 入 金 2,370,000千円
(2) 長 期 借 入 金 56,903,218千円
(内１年以内返済予定額) ( 21,525,576千円)

(3) 債権流動化に伴う長期支払債務 2,003,944千円
(内１年以内返済予定額) ( ― 千円)

(4) 営 業 受 取 保 証 金 878,281千円
計 62,155,443千円

5. 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。
(1) 受 取 手 形
(貸借対照表上の科目)
受 取 手 形 451千円
割 賦 債 権 84,812千円
リ ー ス 投 資 資 産 53,214千円
リ ー ス 債 権 84千円
受 取 手 形 計 138,562千円

(2) 支 払 手 形 155,310千円
6. 関係会社に対する金銭債権
区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権が属する項目ごとの金額は、次のとおりであ
ります。
賃 貸 料 等 未 収 入 金 980千円
短 期 貸 付 金 80,000千円
そ の 他 3,894千円
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【損益計算書に関する注記】
1. 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。
2. 資 金 原 価

支 払 利 息 1,605,702千円
受 取 利 息 △892千円

3. 関係会社との取引高の総額
(営業取引による取引高)
売 上 高 10,590千円
売 上 原 価 198,319千円
販売費及び一般管理費 2,434千円

　
【株主資本等変動計算書に関する注記】
1. 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。
2. 発行済株式に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普 通 株 式(株) 8,679,800 ― ― 8,679,800
Ａ種優先株式(株) 920,000 ― 130,000 790,000
合 計 9,599,800 ― 130,000 9,469,800

（変動事由の概要）
Ａ種優先株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。
Ａ種優先株式の消却による減少 130,000株

3. 自己株式に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普 通 株 式(株) 1,224,415 1,712 5,000 1,221,127
Ａ種優先株式(株) ― 130,000 130,000 ―
(注) 平成27年12月31日現在において資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当

社株式923,000株は自己株式数に含めて記載しております。
（変動事由の概要）
普通株式の増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。
　単元未満株式の買取りによる増加 1,712株
　株式給付信託からの給付による減少 5,000株
Ａ種優先株式の増加及び減少はそれぞれ、株式会社北洋銀行からの取得請求による取得及びその全数の
消却であります。
4. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配 当 金 の
総額(千円 )

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成27年３月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 41,005 5.5 平成26年

12月31日
平成27年
３月25日

平成27年３月24日
定 時 株 主 総 会 Ａ種優先株式 27,600 30.0 平成26年

12月31日
平成27年
３月25日

(注) 資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有の当社株式928,000株は、株主資本におい
て自己株式として計上しているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より、5,104千円
を除いております。
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成28年３月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 41,023 5.5 平成27年

12月31日
平成28年
３月28日

平成28年３月25日
定 時 株 主 総 会 Ａ種優先株式 利益剰余金 23,700 30.0 平成27年

12月31日
平成28年
３月28日

(注１)平成28年３月25日開催予定の第44回定時株主総会において付議する予定であります。
(注２)資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有の当社株式923,000株は、株主資本におい

て自己株式として計上しているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より、5,077千
円を除いております。

　
【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)
貸倒引当金及び貸倒損失 92,949千円
賃貸建物減価償却費 305,941千円
資産除去債務 169,759千円
その他 208,252千円

小 計 776,901千円
評価性引当額 △88,642千円
繰延税金資産合計 688,259千円

(繰延税金負債)
新リース会計移行差異 103,929千円
その他 210,524千円

繰延税金負債合計 314,453千円
差引：繰延税金資産の純額 373,806千円

　
法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　平成27年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法
律」が公布され、平成27年４月１日以後開始する事業年度より、法人税率等が変更されることになり
ました。これに伴い、平成28年１月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等
について、その繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は、平成28年１月１日から平
成28年12月31日までは35.33％から32.78％へ、平成29年１月１日以降は35.33％から32.01％へ
変更されます。
　この法定実効税率に基づき、当事業年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債を計算した結果、繰延
税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が37,190千円減少、その他有価証券評価差額
金が12,735千円増加、当事業年度の法人税等調整額が49,924千円増加しております。
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【金融商品に関する注記】
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当社は、機械設備等の各種物品及び不動産の賃貸取引及び割賦販売取引並びに金融取引等を行っ
ております。これらの事業を行うため、主に金融機関からの借入による間接金融のほか、社債の発
行、債権流動化等による直接金融によって資金調達を行っております。
当社は、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合管理（ALM）を実施
しております。
またデリバティブ取引については、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためリスク管

理を目的としており、投機的取引は行っておりません。
(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権であるリース債権、リース投資資産、割賦債権及び営業貸付金は、顧客に対する債権で
あり、顧客の債務不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に株式、債券であり、事業推進目的などで保有しております。これらは、そ
れぞれの発行体の信用リスク及び金利変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業差入保証金は、敷金及び建設協力金であり、差入先の信用リスクに晒されております。
リース債務、社債、借入金、債権流動化に伴う長期支払債務及び営業受取保証金は、市場の混乱
や当社の財務内容の悪化などにより市場から資金調達を行えなくなる場合など、支払期日にその支
払を実行できなくなる流動性リスクに晒されております。また、資金調達の一部は変動金利による
調達のため、金利変動リスクに晒されておりますが、一部は金利スワップ取引を行うことにより当
該リスクを回避しております。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債務に係る為替変動リスクを回避するために通貨関連のデリバ
ティブ取引を、借入金の金利変動リスクを回避するために金利関連のデリバティブ取引を行ってお
ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘ
ッジの有効性の評価方法等については、前述の重要な会計方針に係る事項に関する注記「6. ヘッジ
会計の方法」をご参照ください。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当社では与信権限・与信限度額の社内規程を設け、顧客の定量面、定性面の評価を交えた与信
管理体系をとっております。この規程に則り、取引先、案件の内容等を総合的に評価した上で取
り組みの可否を判断しており、その与信管理は各営業部と審査室が行っております。新規先大口
案件等については審査委員会を経由の上、社長決裁となります。案件取り組み後は、毎年大口取
引先の直接訪問や周辺調査を実施し、経済情勢、経済環境などによる変化を各営業部を経由し審
査室に報告し、信用リスクに応じて与信管理を行っております。また資産管理部は問題債権の管
理、効率的な削減を図っております。
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② 市場リスクの管理
当社では市場リスクの管理体制等は、社内規程であるリスク管理規程において定めております。
a 金利リスクの管理
金利変動リスクに対応するため、財務部が金利情勢を常時注視し、金融資産及び負債の金利
や期間を総合的に把握し、分析やモニタリングを行い、毎月の定例会議等に報告しておりま
す。
b 為替リスクの管理
為替変動リスクは通貨関連のデリバティブ取引を行うことで管理しております。為替変動リ
スクの状況については、財務部が担当役員に定期的に報告しております。
c 株価変動リスクの管理
有価証券及び投資有価証券の株価変動リスクについては、総務部が時価や発行先の財務状況
を把握し、定期的に担当役員に報告しております。また、上場株式については評価損益を計測
して、モニタリングを実施しており、これらの情報に大きく変化があった場合は、都度定例会
議等に報告しております。
d デリバティブ取引
デリバティブ取引については、デリバティブ取引の取り扱い及びリスク管理に関する規程に
当社の取引基本方針、リスク管理手続、決裁権限、報告等を定めております。取り組みについ
ては、金利、為替変動リスクに対するヘッジを目的とし、財務部が適切な実行管理を行ってお
ります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社では流動性リスクの管理体制等は、社内規程であるリスク管理規程において定めておりま

す。
財務部が資金繰り計画を作成し、回収資金及び返済資金に係わる期日管理を一括して実行して
おります。また、資金調達手段の多様化、金融機関の当座貸越枠を取得するなどして市場環境を
考慮し、手元流動性の調整、維持などによって流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、後述の「デリバティ
ブ取引」におけるデリバティブ取引における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名
目的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大き
さを示すものではありません。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成27年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ
ん（（注)2.参照）。
また、次表以外の金融資産及び金融負債等については、金額の重要性が乏しいため、記載を省略し
ております。

貸借対照表計上額
(千円)

時 価
(千円)

差 額
(千円)

(1) 現金及び預金 13,546,094 13,546,094 ―
(2) 受取手形 949
貸倒引当金(※2) △2

947 947 ―
(3) 割賦債権(※1) 21,445,368
貸倒引当金(※2) △35,769

21,409,598 21,655,187 245,589
(4) リース債権 671,831
貸倒引当金(※2) △1,121

670,710 661,248 △9,463
(5) リース投資資産 50,965,173
貸倒引当金(※2) △85,006

50,880,167 52,855,024 1,974,858
(6) 営業貸付金 390,835
貸倒引当金(※2) △652

390,183 390,782 599
(7) その他の営業貸付債権 1,805,006
貸倒引当金(※2) △3,011

1,801,996 1,824,320 22,324
(8) 賃貸料等未収入金 1,759,306
貸倒引当金(※2) △2,934

1,756,371 1,756,371 ―
(9) 投資有価証券 1,013,128 1,013,128 ―
(10)固定化営業債権 75,310
貸倒引当金(※2) △47,618

27,691 27,691 ―
(11)営業差入保証金 1,380,118 1,343,981 △36,137
資産 計 92,877,004 95,074,774 2,197,770

(1) 支払手形 1,067,554 1,067,554 ―
(2) 買掛金 2,809,915 2,809,915 ―
(3) 短期借入金 2,870,000 2,870,000 ―
(4) 社債 9,414,000 9,468,363 54,363
(5) 長期借入金 73,655,240 73,836,087 180,847
(6) 債権流動化に伴う長期支払債務 2,003,944 1,904,893 △99,051
(7) リース債務 1,793,213 1,808,082 14,869
(8) 営業受取保証金 6,079,423 6,035,910 △43,513
負債 計 99,693,290 99,800,806 107,516
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(※1) 貸借対照表計上額は、割賦未実現利益を控除しております。
(※2) 受取手形、割賦債権、リース債権、リース投資資産、営業貸付金、その他の営業貸付債権、賃

貸料等未収入金、固定化営業債権は、それぞれに対応する貸倒引当金を控除しております。

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金
預金はすべて短期であるため、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
(2) 受取手形
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
(3) 割賦債権
未回収の債権額を、内部格付に基づく区分毎に、新規契約を行った場合に想定される利率で割
り引いて時価を算定しております。
(4) リース債権、(5) リース投資資産
未回収のリース債権及びリース料債権の総額から維持管理費用相当額を控除し、内部格付に基
づく区分毎に、新規契約を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
(6) 営業貸付金、(7) その他の営業貸付債権
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、顧客の信用状態は実行後大きく異なって
いないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており
ます。
固定金利によるものは、未回収の元利金を、内部格付に基づく区分毎に、新規契約を行った場
合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
(8) 賃貸料等未収入金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
(9) 投資有価証券
株式及びその他については取引所の価格によっております。また、債券については、取引金融
機関から提示された価格または将来キャッシュ・フローの現在価値によっております。
また、保有目的毎の有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。
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○その他有価証券における種類毎の貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額

区分 貸借対照表計上額
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
　① 株式 976,054 510,793 465,261
　② その他 25,010 12,843 12,167

小計 1,001,064 523,636 477,428
貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
　① 株式 12,064 17,864 △5,799

小計 12,064 17,864 △5,799
合計 1,013,128 541,500 471,628

(10)固定化営業債権
固定化営業債権については、担保及び保証による回復見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し
ているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似
しており、当該価額をもって時価としております。

(11)営業差入保証金
将来キャッシュ・フローについて、リスクフリー・レートで割り引いて時価を算定しておりま
す。
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負 債
(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。
(4) 社債、(5) 長期借入金、(6) 債権流動化に伴う長期支払債務
これらのうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は
実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該科目の元利金
の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
(7) リース債務
新規契約を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

(8) 営業受取保証金
将来キャッシュ・フローについて、リスクフリー・レートで割り引いて時価を算定しておりま
す。

デリバティブ取引
(1) ヘッジ会計が適用されていないもの
該当事項はありません。

(2) ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法毎の決算日におけ
る契約額または契約において定められた元本相当額は、次のとおりであります。

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
(千円)

うち1年超
(千円)

時価
(千円)

当該時価の
算定方法

金利スワッ
プの特例処
理

金利スワップ取引
受取変動･支払固定 長期借入金 6,664,540 4,278,980 (※1)

金利キャップ取引 長期借入金 7,515,464 4,443,060 (※1)

為替予約等
の振当処理 通貨スワップ取引 社 債 1,905,000 ― (※2)

合 計 16,085,004 8,722,040

(※1) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金等と一体として処
理されているため、その時価は、当該長期借入金等の時価に含めて記載しております（上記
「負債」(5)参照）。

(※2) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている社債と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該社債の時価に含めて記載しております（上記「負債」(4)参照）。
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2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 63,227
優先株式 30,000
関係会社株式 10,000
これらについては、市場性がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

3. 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

区 分 １年内
(千円)

１年超
２年内
(千円)

２年超
３年内
(千円)

３年超
４年内
(千円)

４年超
５年内
(千円)

５年超
(千円)

現 金 及 び 預 金 13,546,094 ― ― ― ― ―
割 賦 債 権 9,792,165 5,895,460 3,770,549 2,117,987 834,055 133,155
リ ー ス 債 権 218,300 180,936 149,148 79,417 36,710 7,320
リース投資資産 15,225,727 13,040,265 10,428,689 7,225,051 4,074,535 970,905
営 業 貸 付 金 178,030 85,613 43,605 70,000 10,000 3,586
その他の営業貸付債権 409,531 305,424 333,298 385,576 93,537 277,641
営業差入保証金 63,493 92,856 126,769 157,979 105,103 833,918

合 計 39,433,340 19,600,555 14,852,057 10,036,010 5,153,940 2,226,526

4. 社債、長期借入金、リース債務、債権流動化に伴う長期支払債務の決算日後の返済予定額

区 分 １年内
(千円)

１年超
２年内
(千円)

２年超
３年内
(千円)

３年超
４年内
(千円)

４年超
５年内
(千円)

５年超
(千円)

社 債 4,174,000 1,900,000 1,780,000 940,000 620,000 ―
長 期 借 入 金 26,054,357 19,797,817 14,116,763 8,743,222 4,243,775 699,306
リ ー ス 債 務 511,331 455,659 384,829 262,458 113,152 65,783
債権流動化に伴
う長期支払債務 ― ― ― ― ― 2,003,944

合 計 30,739,688 22,153,476 16,281,592 9,945,680 4,976,927 2,769,032
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【賃貸等不動産に関する注記】
賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項
1. 賃貸等不動産の概要
当社は、北海道、東北及びその他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む）を有しており

ます。

2. 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び
当該時価の算定方法

貸借対照表計上額 決算日における時価
(千円)当期首残高(千円) 当期増減額(千円) 当期末残高(千円)

13,870,064 △289,095 13,580,969 18,147,249
(注) 1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額(減損損失累計額を含む)を控除した金額

であります。
2. 主な変動事由

増加は、賃貸用の商業施設の取得1,223,090千円、資産除去債務の計上額57,624千円、
減少は、賃貸用の商業施設の売却931,724千円、減価償却費639,324千円であります。

3. 時価の算定方法
収益還元法に基づいて自社で合理的に算定した金額や市場価格を反映していると考えられ
る指標に基づく金額、また一部の不動産については適正な帳簿価額をもって時価としており
ます。

3. 賃貸等不動産に関する損益
当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は1,029,490千円（賃貸収益及び賃貸費用は、それぞれ売上高及
び売上原価に計上）、固定資産売却損益は95,244千円（特別損益に計上）であります。
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【持分法損益等に関する注記】
該当事項はありません。
　
【関連当事者との取引に関する注記】
1. 親会社及び法人主要株主等

種 類
会社等の
名称

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容

議決権等の
所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科 目 期末残高

　 　 　 百万円 　 ％ 　 　 千円 　 千円

主要株主
（法人）

芙蓉総合リース
株式会社

東京都
千代田区

10,532 総合
リース業

（所有）
直接
0.04

（被所有）
直接
10.01

事業資金
の借入

事業資金
の借入

6,795,964
長期
借入金 9,732,042

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等
事業資金の借入の利率は、市場金利等を勘案して決定しております。
　

2. 役員及び個人主要株主等

種 類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金
又は
出資金

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末

残高

百万円 ％ 千円 千円

役員及び
その近親
者

関 寛 ― ― 当社代表
取締役

（被所有）
直接
18.30

債務被保証

当社銀行
借入に対
する連帯
保証

1,763,700 ― ―

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等
当社は銀行借入に関して、代表取締役関寛から債務保証を受けております。なお、債務被保証に
ついては、保証料の支払は行っておりません。
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【１株当たり情報に関する注記】
株主資本において自己株式として計上されている資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有
の当社株式は、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めて
おります（当事業年度923,000株）。
　また、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」の算定上、
期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当事業年度927,615株）。
１株当たり純資産額 837円22銭
１株当たり当期純利益金額 35円42銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 25円86銭
※ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、
以下のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 287,732千円
普通株主に帰属しない金額 23,700千円
内訳：Ａ種優先株式配当金 23,700千円
差引普通株式に係る当期純利益 264,032千円
普通株式の期中平均株式数 7,454,785株
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に用いられた当期純利益調整額 23,700千円

内訳：Ａ種優先株式配当金 23,700千円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数 3,669,958株

内訳：Ａ種優先株式 3,669,958株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

―

　
【重要な後発事象に関する注記】
該当事項はありません。
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【その他の注記】
１. 資産除去債務に関する注記
(1)資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(イ)当該資産除去債務の概要
賃貸用不動産の賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(ロ)当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間をテナントとの契約期間と見積り、割引率は使用見込期間に見合う国債流通利回り
（0.481％～1.881％）を使用して資産除去債務の金額を算定しております。

(ハ)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 464,549千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 57,624千円
時の経過による調整額 8,159千円
期末残高 530,332千円

(2)貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
(イ)当該資産除去債務の金額を貸借対照表に計上していない旨
本社、支店及び営業所として使用している事務所に係る資産除去債務は、貸借対照表に計上して
おりません。

(ロ)当該資産除去債務の金額を貸借対照表に計上していない理由
本社、支店及び営業所として使用している事務所については、不動産賃貸借契約により、退去時
における原状回復費用等に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間
が明確ではなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見
積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

(ハ)当該資産除去債務の概要
事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。
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２. リース取引に関する注記
(1) ファイナンス・リース取引
(イ)リース投資資産の内訳
リース料債権部分 54,421,894千円
見積残存価額部分 1,511,756千円
受取利息相当額 △4,968,478千円
合計 50,965,173千円

(ロ)リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の決算日後の回収予定額
リース債権
(千円)

リース投資資産
(千円)

１年以内 232,002 17,092,928
１年超
２年以内 188,910 14,178,550

２年超
３年以内 152,992 10,946,345

３年超
４年以内 81,138 7,329,662

４年超
５年以内 37,245 3,967,005

５年超 7,501 907,403
合計 699,788 54,421,894

(2) オペレーティング・リース取引（解約不能のもの）
未経過リース料
１年以内 306,609千円
１年超 2,341,349千円
合計 2,647,959千円

３. 退職給付に関する注記
(1) 採用している退職給付制度の概要
当社は確定拠出年金制度を採用しております。また、従業員の退職または死亡に際して、当社発
行の普通株式その他の財産の給付を行う、株式給付制度を採用しております。

(2) 確定拠出制度
当社の確定拠出制度への要拠出額は、38,473千円でありました。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年２月８日
中道リース株式会社
取締役会 御中

瑞 輝 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 浦 崇 志 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岡 田 友 香 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、中道リース
株式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第44期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

当監査役会は、平成27年1月1日から平成27年12月31日までの第44期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基
づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人瑞輝監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成28年２月12日

中道リース株式会社 監査役会
常勤監査役 池 原 和 男 ㊞
常勤監査役 髙 橋 正 幸 ㊞
社外監査役 村 木 靖 雄 ㊞
社外監査役 柴 田 龍 ㊞

以 上

― 40 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年02月25日 19時11分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

1. 議決権の代理行使の勧誘者

代表取締役社長 関 寛
　
2. 議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
第44期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境および事業の

継続的成長のため内部留保等を勘案し、以下のとおりとさせていただきたいと存
じます。
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額
Ａ種優先株式１株につき、定款の定めにより金30円を配当し、普通株式
につきましては、１株につき金5円50銭といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は69,799,202円となります。
(Ａ種優先株式：23,700,000円、普通株式：46,099,202円)

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年３月28日（月曜日）といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役７名選任の件
取締役全員は、本総会終結の時をもって任期が満了いたしますので、取締役７
名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。
氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

関
せき
　 寛

ひろし

(昭和21年
11月４日生)

平成 ２年４月 当社入社
当社常務取締役社長室長

平成３年４月 当社専務取締役社長室長
平成４年４月 当社代表取締役副社長
平成６年４月 当社代表取締役社長（現任）

普通株式
1,519,200株

遠
えん どう まさ ゆき
藤 政 幸

(昭和27年
10月10日生)

昭和53年12月 当社入社
平成12年４月 当社東京営業部長
平成13年１月 当社東日本営業部営業推進部長
平成14年１月 当社東日本営業部長兼医療関連営業部長
平成14年４月 当社取締役東日本営業部長兼医療関連営

業部長
平成16年１月 当社取締役東日本営業部長兼医療関連営

業部長兼東京支社長
平成17年１月 当社取締役東日本営業部長兼東京支社長
平成22年１月 当社取締役東日本営業統括部長兼東日本

営業部長兼東京支社長
平成24年１月 当社取締役東日本営業統括部長兼東日本

営業部長
平成26年１月 当社取締役東日本営業統括部長兼東日本

営業部長兼東京支社長
平成28年１月 当社取締役東日本営業統括部長兼東日本

営業部長（現任）

普通株式
45,272株

西
にし なか ひで ゆき
中 秀 之

(昭和33年
７月18日生)

平成 元年５月 当社入社
平成11年４月 当社東京営業部東京支店長
平成13年１月 当社北海道営業部札幌支店長
平成17年１月 当社車輌営業部長
平成20年10月 当社執行役員北海道営業部長
平成21年４月 当社取締役北海道営業部長
平成22年１月 当社取締役北海道営業統括部長兼北海道

営業部長兼車両営業部長
平成23年１月 当社取締役北海道営業統括部長兼北海道

営業部長（現任）

普通株式
33,000株
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氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

石　井　晃　司
いし い こう じ

(昭和32年
11月20日生)

平成 ４年10月 当社入社
平成19年１月 当社理財部財務部長
平成20年10月 当社執行役員財務部長
平成21年４月 当社取締役財務部長（現任）

普通株式
31,000株

君　島　邦　彦
きみ じま くに よし

(昭和31年
10月８日生)

昭和60年11月 当社入社
平成16年４月 当社管理部長
平成22年１月 当社執行役員資産管理部長
平成22年４月 当社取締役資産管理部長兼車両管理室長
平成23年１月 当社取締役資産管理部長兼契約管理部長
平成25年５月 当社取締役資産管理部長兼契約管理部長

兼総務部長兼お客様相談室長
平成26年１月 当社取締役資産管理部長兼総務部長兼

お客様相談室長
平成28年１月 当社取締役資産管理部長兼未来開発室長

（現任）

普通株式
31,000株

向
む か い だ
田　直　範

なお のり

(昭和21年
10月15日生)

昭和51年４月 北海学園大学法学部講師
昭和54年４月 北海学園大学法学部助教授
平成元年４月 北海学園大学法学部教授
平成20年 4 月 北海学園大学法学部長
平成27年 4 月 北海学園大学名誉教授(現任）
平成27年６月 学園法律事務所 弁護士（現任）

　 ―

中　田　美知子
なか た み ち こ

(昭和25年
2月13日生)

昭和47年 4 月 北海道放送株式会社入社
昭和49年 6 月 フリーアナウンサー
昭和63年 4 月 株式会社エフエム北海道入社
平成10年 6 月 株式会社エフエム北海道 編成制作部長
平成15年 4 月 株式会社エフエム北海道 東京支社長
平成17年 4 月 株式会社エフエム北海道 営業本部副本

部長
平成19年 6 月 株式会社エフエム北海道 取締役放送本

部長
平成20年７月 株式会社エフエム北海道 取締役経営管

理室長
平成23年 6 月 株式会社エフエム北海道 常務取締役
平成27年 8 月 札幌大学 客員教授（現任）

―

(注) １．上記の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 ２. 向田直範氏及び中田美知子氏は社外取締役候補者であります。
　 ３. 向田直範氏は学園法律事務所の弁護士であります。
　 ４. 向田直範氏につきましては、北海学園大学教授として長年消費者法及び経済法等を研究し

ており、専門家としての経験・知見により、職務の適切な遂行が可能であるため、社外取
締役として選任をお願いするものであります。

　 ５. 中田美知子氏は札幌大学客員教授であります。
　 ６. 中田美知子氏につきましては、株式会社エフエム北海道の常務取締役として培われた豊富

な経験・実績、見識等を当社の経営に活かしていただきたく、社外取締役として選任をお
願いするものであります。

　
　

以 上
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っ
ぽ
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駅

みずほ
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東急
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(
地
下
鉄
大
通
駅)

北洋銀行

丸井
今井

テレビ塔 北電

国
道
　
号
線

231

当社

札　幌　駅

地下鉄バスセンター前駅

会場
札幌第一ホテル

アパホテル

中央寺

６番出口

(

地
下
鉄
す
す
き
の
駅)

ススキノ
ラフィラ

地
下
鉄
豊
水
す
す
き
の
駅

狸小路

豊
平
川

三越

株主総会会場ご案内図
会 場 札幌市中央区南７条西１丁目12番７号

札幌第一ホテル ２階「かしわの間」
電話番号 011(530)1105（代表）

もよりの駅 地下鉄東豊線 豊水すすきの駅
６番出口より徒歩２分

お願い：駐車場の用意はいたしておりませんので、公共交通機
関等をご利用いただきますようお願い申しあげます。
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